
様式４

第１　事業計画

１　個別事業計画一覧表（１）

72.68 35,474 22,288

1箇所 740 370

　　うち森林作業道整備

72.68 36,214 22,658

　　A区分 313 5,008 5,008

　　B区分 1,540 48,842 48,842

　　C区分 2,080 70,350 70,350

3箇所 9,000 7,500

11,650 23,300 23,300

機能強化（単独型）

機能強化（一体型）

15,583 156,500 155,000

192,714 177,658

附帯事務費

総計

林業・木材産業
の生産基盤強化

間伐材生産

間伐材生産 川辺町
飛騨市
下呂市
中津川市

可茂森林組合
岐阜県森林公社
南ひだ森林組合
木曽三川水源造成公社

関連条件整備活動

合計

路網整備・
機能強化

林業専用道（規格相当）の整備

中津川市
高山市

八百津町
東白川村
下呂市

中津川市森林組合
たかやま林業・
建設業協同組合

八百津町森林組合
東白川村森林組合
南ひだ森林組合

補強

点検診断

森林作業道の整備

林道等の機能強化

森林作業道の機能強化

林業専用道（規格相当）の復旧

合計

令和6年4月10日 現在

目標
事業種目

（メニュー）
実施市町村 事業実施主体

事業量
（ha、m、箇所）

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考



目標
事業種目

（メニュー）
実施市町村 事業実施主体

事業量
（ha、m、箇所）

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考

郡上市ほか 郡上森林組合ほか 891.00 11,958 5,979 令和６年度交付金

飛騨市ほか (株)清水建設ほか 260.00 2,960 1,480 令和６年度基金

891.00 11,958 5,979

260.00 2,960 1,480

郡上市ほか 郡上森林組合ほか 916.83 41,256 20,628 令和６年度交付金

美濃加茂市ほか 可茂森林組合ほか 354.38 16,636 8,318 令和６年度基金

916.83 41,256 20,628

354.38 16,636 8,318

下呂市ほか 南ひだ森林組合ほか 91.00 3,640 1,820 令和６年度交付金

91.00 3,640 1,820

岐阜県 170 85 令和６年度基金

170 85

郡上市 180 90

180 90

56,854 28,427

19,946 9,973

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
市町村推進事務

交付金合計

基金合計

基金総計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた
条件整備

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
都道府県推進事務

交付金合計

森林整備の地域
活動推進

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成促進

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林境界の明確化

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林所有者の探索

交付金総計

交付金合計

基金合計



目標
事業種目

（メニュー）
実施市町村 事業実施主体

事業量
（ha、m、箇所）

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考

中津川市 中津川市森林組合 2.45 3,741 2,492

1,498,760円/ha
植栽樹種：ヒノキ
植栽本数：2000-3000
本/ha

下呂市 南ひだ森林組合 7.26 10,881 7,248
1,207,000円/ha
植栽樹種：ヒノキ
植栽本数：1600本/ha

　うち低コスト造林

　うち下刈り

関連条件整備活動 2,439 5,231 3,454 鹿防護柵（ｍ）

　うち森林作業道の整備

19,853 13,194

19,853 13,194

（注）

１　「間伐材生産」及び「路網整備・機能強化」の事業実施主体については、林野庁長官が別に定める考え方に則って都道府県知事が選定した林業経営体、本事業の対象となる事業実施主体を記載すること。

３　「実施市町村」は、事業実施主体が事業を予定している市町村名を記載すること。
４　「事業量」、「事業費」及び「国費」については、事業種目ごとに合計を記載し、間伐材生産、路網整備・機能強化については、２事業の総計を「総計」欄に記載すること。
５　「間伐材生産」は、定額の単価と間伐材生産量を備考欄に記載すること。
６　「路網整備・機能強化」の「林業専用道（規格相当）」については、設計・技術審査会の設置状況を備考欄に記載すること。
７　「森林整備地域活動支援対策」については、「交付金」「基金」別に記載することとし、備考欄に事業実施年度も記載すること。
８　「低コスト再造林対策」は、定額の単価及び具体的な施業、植栽樹種、植栽本数、下刈り回数、資機材の種類を事業種目に応じて備考欄に記載すること。

*　行については、適宜加除のこと。

２　「間伐材生産」及び「路網整備・機能強化」の各欄については、林野庁長官が別に定めるところにより都道府県知事が設定した生産基盤強化区域内又は市町村森林整備計画に定める特に効率的な施業が可能な
　　森林の区域内において実施する事業について記載すること。

再造林の
低コスト化
の促進

低コスト
再造林対策

低コスト造林の支援

機械器具の整備

合計

附帯事務費

総計

　うち一貫作業システム



１　個別事業計画一覧表（２）

＜合計＞

山地防災情報の周知

森林資源の保護

林業の多様な担い手
の育成

4,924 2,362

林業経営体の育成

＜個別事業計画＞

林業の多様な担い手
の育成

持続的な林業経営
の確立

選定経営体が木材生産工
程の改善を行い生産性向
上を図る

郡上森林組合 2,200 1,000

木材生産性向上
を図る取組（研
修開催）
選定経営体に対
する補助金（補
助率1/2）：
1,000千円×１
事業実施主体

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保
林業の労働安全に関する
実技研修会の開催

岐阜県 408 204

かかり木処理現
地実技研修会：
2回
委託費：408千
円

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保
労働安全管理体制の巡回
指導の実施、指導員の養
成研修の開催

林災防岐阜県支部 2,316 1,158

予定箇所：105
箇所
林災防岐阜県支
部に対する補助
金（補助率
1/2）：1,158千
円

（注）

１　メニューについては、別表４に定める事項を記載すること。

２　実施内容については、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け29林政政第893号農林水産

　　事務次官依命通知）別表２のⅠの２のメニュー欄に掲げる内容を踏まえ、わかりやすく簡潔に記載すること。

３　目標ごとに事業費及び国費の合計を記載すること。

４　地域提案事業は、個別事業計画ごとに地域提案の欄に「○」を記載すること。

５　実施地域及び項目ごとの積算基礎（実施数量、事業費の内訳）を備考欄に記載すること。

＊　行については、適宜加除のこと。

地域
提案

備　考

６　「林業経営体の育成」の実施内容、事業実施主体、事業費、国費及び備考欄については、林業機械リース支援を活用する事業実施主体ごとに
　　記載することとし、実施内容欄については導入予定機械名及び台数を記載すること。また、機械の再貸付けを行うものにあっては、備考欄に
　　「再貸付」と記入すること。

目標 メニュー 実施内容 事業実施主体
事業費

（千円）
国費

（千円）



２　計画主体ごとに定める指標（全体指標）

数値 単位
年度

（西暦）
数値 単位

年度
（西暦）

地域材利用量（増加率） 岐阜県の計画数値 576 千m3
R6

(2024)
650 千m3

R11
(2029)

増加量：75千㎥

素材生産量（増加率） 岐阜県の計画数値 576 千m3
R6

(2024)
650 千m3

R11
(2029)

増加率：13％

地域材利用量（増加量・増加率） 岐阜県の計画数値 576 千㎥
R6

(2024)
650 千㎥

R11
(2029)

増加量：75千㎥

木質バイオマス利用量（増加量） 岐阜県の計画数値 125 千㎥
R6

(2024)
250 千㎥

R11
(2029)

増加率：100％

森林資源保護の推進

森林環境保全の推進

持続的な林業経営の確立 素材生産量（目標値・増加率）
岐阜県の計画数値（第４期岐阜県森
林づくり基本計画の指標）

576 千㎥
R6

(2024)
638 千㎥

R7
(2025)

労働安全の確保
労働災害発生件数（目標値・木材生産量
10万㎥当たりの発生件数の削減）

岐阜県の計画数値（第４期岐阜県森
林づくり基本計画の指標）

11.4 件  R6(2024) 7 件
R7

(2025)
減少率：38.5％

（注）

１　目標単位での事業計画がある場合は、該当する全体指標について記載すること。

*　行については、適宜加除のこと。

２　メニュー及び全体指標については、別表４に定める事項を記載すること。ただし、目標「林業の多様な担い手の育成」における全体指標の一部及び「森林資源の保護」における
　　全体指標については、別表４を踏まえ、地域の実情に応じたものを設定すること。また、全体指標ごとに定める（）書き内の増加量、増加率等については備考欄に記載のこと。

コンテナ苗生産基盤施設等整備

木材加工流通施設等の整備

木質バイオマス利用促進施
設の整備

山地防災情報の周知
山地防災情報伝達の総合的
な推進

森林資源の保護

再造林の低コスト化の促進

林業の多様な
担い手の育成

林業経営体の育成
林業経営体育成対策
（林業機械リース支援）

備考

林業・木材産業の生産基盤強
化

目標
事業種目

（メニュー）
全体指標

指標設定の考え方
（目標との関連性）

現状値 目標値



様式７の３

１　事業構想評価表

開始
年度

目標
年度

1年目
（開始年

度）

目標値

2年目
目標値

3年目
目標値

4年目
目標値

5年目
目標値

1年目
（開始年

度）

実績値

2年目
実績値

3年目
実績値

4年目
実績値

5年目
実績値

直近年の達成率
（％）

（実績値／目標値）

達成状況
評価結果

安定供給体
制の整備推
進

労働生産性（㎥／人・
日）の増加率

H30 R4 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 19 17 13 23 164% A

地域材利用量（㎥）の増
加率

Ｈ30 R4 8 10 14 18 13 20 11 9 16 89% A

木造化（補助率1/2以内）
事業費1万円あたりの年
間施設利用者人数
（人／万円）

R1 R4 4.35 2.86 2.86 2.86 - 5.71 5.71 5.71 200% A

木造化（補助率15％以内）

木質化

未利用間伐材等活用機材整備

木質バイオマス供給施設整備

木質バイオマスエネルギー利
用施設整備

（注）

１ 　達成率については、小数点以下を切捨てとする。

２ 　達成状況評価結果については、下表の達成状況評価値に応じ、Ａ、B又はＣを記載すること。

達成状況
評価結果

Ａ

Ｂ

Ｃ

３

４

５ 　目標値及び実績値のうち、該当がない年度は、「－」を記入すること。

　各メニューの達成状況における、目標年度の目標値には下線を引くこと。

高性能林業機械等の整備

木材利用及
び木材産業
体制等の整
備推進

木材加工流通施設等の整備

木造公共建築物
等の整備

木質バイオマス
利用促進施設の
整備

事業費当たりの木質バイ
オマス利用量（㎥／百万
円）

達成状況評価値

８０％以上

５０％以上８０％未満

５０％未満

　天災又は自己の責に帰さない事由による火災等が理由で、達成率が著しく低いと判断されるメニューについては、本シートにおける評価対象外とする。なお、該当するメニューについては、本様式に準じ別途事業構想評価表を作成することとし、そ
の理由を記載すること。

事業費当たりの木材利用
量

（㎥／百万円）

達成状況評価シート

（事業構想「目標を定量化する指標」）

目標 メニュー 指標 備　考



様式７の４

１　個別事業評価表

目標値 実績値
達成率（％）

（実績値／目標値）

森林整備
の推進

高性能林
業機械等
の整備

揖斐郡森林組
合

林業機械
導入【森
林整備
型】

H29 6,300 7,745 123

5.00 5.00 100

森林森林
の多様な
利用・緑
化の推進

森林づく
り活動基
盤の整備

森林環境
教育活動
施設整備

御嵩町
森林環境
教育活動
施設

H29 0.52 0.40 77

森林学習
館

木材加工
流通施設
等の整備

木材加工
流通施設
整備

白鳥林工協業
組合

木材処理
加工施設

H29 1,020 833 82

木材加工
施設装置
かんな盤

510 417 82

木質バイ
オマス利
用促進施
設の整備

未利用間
伐材等活
用施設整
備

(株)佐合木材

チッ
パー、グ
ラップ
ル、計量
装置

H29 16,200 12,039 74

木材利用
及び木材
産業体制
の整備推
進

木材利用
及び木材
産業体制
の整備推
進

林業機械
作業シス
テム整備
【森林整
備型】

木質バイオマス
利用量(増加
量)(㎥)

地域材利用(加
工)量(㎥)

製材の生産性
(㎥/人･日)

間伐材利用量
(㎥)

間伐材の生産性
(㎥/人･日)

施設の効率性
(人/万円)

達成状況評価シート

（森林整備・林業等振興整備交付金）

目　標 メニュー 事業種目 事業実施主体
施設等
区　 分

設置年度 個別指標

目標年度（令和４年度）

備　考

 - 125 -



２　改善措置実施事業表

改善措置
実施時期

改善措置
後の目標

年度

改善措置の内容
（別様可）

木材加工
流通施設
等の整備

木材加工
流通施設
整備

恵那小径木加
工(協)

木材処理
加工施設

H29 R5 R5

木材加工施設
装置
木材乾燥機、
送材機

R9 R9

３　達成状況評価表

4

1

4

80

A

（注）
１

２

３

４ 　「３　達成状況評価表」の達成状況評価結果については、達成状況評価値に応じＡ、Ｂ又はＣを記載すること。

５

木材利用
及び木材
産業体制
の整備推
進

施設等
区　 分

設置年度 個別指標

５０％未満 Ｃ

　天災又は自己の責に帰さない事由による火災等が理由で、達成率が著しく低いと判断される事業については、本シートにおける評価
対象外とする。なお、該当する事業については、本様式に準じ別途個別事業評価表を作成することとし、その理由を記載すること。

達成状況評価値
（ｃ）／（（ａ）＋（ｂ））

達成状況評価結果

８０％以上 Ａ

５０％以上８０％未満 Ｂ

　「１　個別事業評価表」の「達成率」及び「３　達成状況評価表」の「達成状況評価値」については、小数点以下を切捨てとする。

改善措置内容

備　考

地域材利用(加
工)量(㎥)

製材の生産性
(㎥/人･年)

「１　個別事業評価表」における全施設数（ａ）

「２　改善措置実施事業」における全施設数（ｂ）

（ａ）のうち達成率が70％以上の施設数（ｃ）

達成状況評価値（（ｃ）／（（ａ）＋（ｂ）））　（％）

達成状況評価結果

　「１　個別事業評価表」には、要領第２の６による事業計画申請年度の前年度に報告された達成状況報告のうち目標年度に係る事業
を記載すること。ただし、目標年度及び目標年度までの期間に要領第８による改善措置を実施したとして報告された事業については、
「２　改善措置実施事業表」に記載することとする。

　林業・木材産業循環成長対策交付金創設以前の事業で、要領第14経過措置の「なお従前の例による」こととして報告された達成状況
報告のうち目標年度に係る事業についても、「１　個別事業評価表」に記載すること。ただし、目標年度及び目標年度までの期間に改
善措置を実施したとして報告された事業については、「２　改善措置実施事業表」に記載することとする。

目　標 メニュー 事業種目 事業実施主体
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